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表紙

2026年3月3日

株　主　各　位

第20回定時株主総会招集ご通知

（交付書面に含まれない事項）

　当社の第20回定時株主総会招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、
以下の事項につきましては、法令及び当社定款第17条の規定に基づき、交
付書面より省略しております。

①会社の新株予約権等に関する事項
②会計監査人の状況
③業務の適正を確保するための体制及び
運用状況の概要
④連結株主資本等変動計算書
⑤連結注記表
⑥株主資本等変動計算書
⑦個別注記表

株式会社リブセンス
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会社の新株予約権等に関する事項

会社の新株予約権等に関する事項
⑴　当事業年度の末日に当社役員が保有する新株予約権等の状況
　該当事項はありません。

⑵　当事業年度中に従業員等に交付した新株予約権等の状況
　該当事項はありません。

⑶　その他新株予約権等の状況
　　該当事項はありません。
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会計監査人の状況

① 当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 34,900千円

② 当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 34,900千円

会計監査人の状況
⑴　会計監査人の名称　　　　有限責任監査法人トーマツ

⑵　報酬等の額

（注）1.当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づ
く監査の監査報酬等の額を区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に
係る会計監査人としての報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。
2.監査役会は、会計監査人の監査計画、従前の事業年度における職務執行状況や報酬見積もり
の算定根拠等を確認し、審議した結果、会計監査人の報酬等の額につき、同意の判断をいた
しました。
3.上記以外に前事業年度に係る監査証明業務に基づく追加報酬の額が3,300千円発生しておりま
す。

⑶　非監査業務の内容
　該当事項はありません。

⑷　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　当社監査役会は、会計監査人が職務上の義務に違反し、又は職務を怠り、もし
くは会計監査人としてふさわしくない非行があるなど、当社の会計監査人である
ことにつき当社にとって重大な支障があると判断した場合には、会社法第340条
の規定により、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。
　また、上記の場合のほか、監査役会は、会計監査人の適正又は独立性を害する
事由の発生により、職務を適切に遂行することが困難であると認められる場合等
において、会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
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業務の適正を確保するための体制及び運用状況の概要

業務の適正を確保するための体制及び運用状況の概要
　当社が取締役会において決議した内部統制に関する基本方針は以下のとおりです。
⑴ 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため
の体制

① 法令、定款及び社会規範等の遵守を目的として「コンプライアンス規程」を
定めるとともに取締役及び使用人に対して必要な啓蒙、教育活動を推進す
る。

② 外部の顧問弁護士等の専門家を通報窓口とする内部通報制度を制定し、不正
行為等の防止及び早期発見を図る。

③ 監査役は、「監査役監査規程」に基づき、公正不偏な立場から取締役の職務
執行状況について適宜監査を実施する。また、監査役は、会社の業務に適法
性を欠く事実、又は適法性を欠くおそれのある事実を発見したときは、その
事実を指摘して、これを改めるよう取締役会に勧告し、状況によりその行為
の差止めを請求できる。

④ 内部監査人は、「内部監査規程」に基づき、業務運営及び財産管理の実態を
調査し、使用人の職務の執行が法令、定款に適合しているかを確認し、必要
に応じて、その改善を助言する。また、内部監査人は、監査の結果を社長及
び取締役会に報告する。

⑤ 反社会的勢力に対しては、いかなる場合においても、金銭その他の経済的利
益を提供しないことを基本姿勢とし、これを当社及び子会社内に周知し明文
化する。

⑵ 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役は、「文書管理規程」に従い、取締役の職務の執行に係る情報を文書
又は電磁的媒体に記録し、保存する。取締役及び監査役は、必要に応じてこ
れらを閲覧できる。

⑶ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
当社は、当社の損失の危険に対処するため、各種社内規程を整備し、適宜見
直す。また、経営推進部が主管部署となり、各部門との情報共有及び定期的
な会合等を行い、リスクの早期発見と未然防止に努める。不測の事態が発生
した場合には、社長を統括責任者として、全社的な対策を検討する。

⑷ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
① 取締役会は、法定事項の決議、経営に関する重要事項の決定及び業務執行の
監督等を行う。毎月1回の定時取締役会を開催するほか、迅速かつ的確な意
思決定を確保するため、必要に応じて臨時取締役会を開催する。

② 経営の重要な意思決定を行う取締役及び取締役会と、事業の執行を専門に行
う執行役員及び執行役員会とを分離し、取締役会の活性化及び意思決定の迅
速化を通して、経営の効率化を図る。
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業務の適正を確保するための体制及び運用状況の概要

③ 各部門においては、「職務権限規程」及び「業務分掌規程」に基づき権限の
委譲を行い、責任の明確化を図ることで、迅速性及び効率性を確保する。

⑸ 当社及びその子会社から成る企業集団（以下「当社グループ」という）におけ
る業務の適正を確保するための体制

a. 子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制
① 子会社の事業運営に関わる重要事項が当社に適切に報告され、所定の手続き
に従い審議される体制を維持する。

② 当社の監査役及び当社の内部監査人は、上記①の報告を受けた上で必要と認
めた場合は、子会社の取締役等及び使用人の職務執行状況の監査、指導を行
う。

b. 子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　　当社は、子会社の損失の危険に対処するため、各種社内規程を整備し、適宜
見なおす。また、子会社管理担当部門は、経営推進部と協力の上、当社グル
ープ内におけるリスクの早期発見と未然防止に努める。不測の事態が発生し
た場合には、当社の社長を統括責任者として、全社的な対策を検討する。

c. 子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体
制

　　当社は、子会社の経営の自主性及び独立性を尊重しつつ、子会社の取締役等
の合理的な業務分掌及び責任の明確化を図るための各種社内規程の整備によ
り、当社グループ経営の適正かつ効率的な運営を推進する。

d. 子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを
確保するための体制

　　当社は、子会社に、その事業内容や規模等に応じた教育活動や内部通報制度
等のコンプライアンス推進体制を構築させ、不正行為等の防止及び早期発見
を図る。

⑹ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使
用人に関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項並びに監
査役からの当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、監査役と協
議の上、必要に応じて監査役の職務を補助する使用人を配置する。また、監
査役の職務を補助する使用人の職務に関しては、取締役その他の上長等の指
揮命令を受けない。なお、その人事異動・処遇については、取締役と監査役
とが協議の上で決定することとし、取締役からの独立性を確保する。
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業務の適正を確保するための体制及び運用状況の概要

⑺ 監査役への報告に関する体制
a. 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告
に関する体制

① 監査役は、重要な意思決定のプロセスや業務の執行状況を把握するため、取
締役会等の重要な会議に出席し、必要に応じて取締役会議事録並びに稟議書
等の重要な文書を閲覧し、必要に応じて取締役及び使用人に説明を求めるこ
とができる。

② 取締役及び使用人は、監査役に対して、法定の事項に加え、業務又は業績に
重大な影響を与える事項、内部監査の実施状況、内部通報制度による通報状
況及びその内容を報告する体制を整備し、監査役の情報収集・交換が適切に
行えるよう協力する。

b. 子会社の取締役及び監査役（以下併せて「役員」という）並びに使用人又は
これらの者から報告を受けた者が当社の監査役に報告をするための体制

① 子会社の役員及び使用人は、当社の監査役から業務執行に関する事項につい
て報告を求められたときは、速やかに適切な報告を行う。

② 子会社の役員及び使用人は、法令等の違反行為等、当社又は当社の子会社に
著しい損害を及ぼすおそれのある事実については、速やかに当社の監査役へ
報告を行う。

⑻ 監査役に報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受
けないことを確保するための体制
当社は、監査役への報告を行った当社グループの役員及び使用人に対し、当該
報告をしたことを理由として不利な取り扱いを行うことを禁止し、その旨を当
社グループの役員及び使用人に周知徹底する。

⑼ 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続きその他の当
該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

　　監査役が、その職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還等の請求をし
たときは、当該監査役の職務の執行に必要でないと合理的に認められる場合を
除き、速やかに当該費用又は債務を処理する。

⑽ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　　監査役は、内部監査人と連携を図り情報交換を行い、必要に応じて内部監査に
立ち会うことができる。また、監査役は、会計監査人と定期的に会合を持って
情報交換を行い、必要に応じて会計監査人に報告を求めることができる。
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業務の適正を確保するための体制及び運用状況の概要

　上記業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、以下のとおりです。
⑴ 上記に掲げた内部統制システムの基本方針に基づき、当社及び子会社の内部統
制システム全般の整備・運用状況について、内部監査人が中心となり、重要な
不備がないかモニタリングを実施し、その結果を社長及び取締役会に報告して
おります。また、当社の各部門に対しては、コンプライアンスに対する意識づ
けを定期的に行い、その浸透及び体制の強化を図っております。

⑵ 当社は、内部通報制度を設けており、外部顧問弁護士等に内部通報窓口を設置
し、通報者の氏名その他通報者を特定し得る情報が通報者の同意なく当社に対
して明らかにならないような体制を整備しております。また、当該内部通報制
度及び当社就業規則において、通報者は、内部通報を行ったことにより、不利
益な取り扱いを受けない旨が定められており、当事業年度において、当該定め
は遵守されております。

本事業報告の記載金額は、記載単位未満を切り捨てて表示しております。

－ 6 －



2026/02/20 10:11:05 / 25283151_株式会社リブセンス_招集通知

連結株主資本等変動計算書

連結株主資本等変動計算書

（ 自　2025年 1 月 1 日
至　2025年12月31日 ）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 237,219 225,668 3,888,714 △178,180 4,173,422
当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

自 己 株 式 の 処 分 △6,608 13,710 7,102
その他資本剰余金の負
の 残 高 の 振 替 6,608 △6,608 －
親会社株主に帰属する
当 期 純 損 失 △22,266 △22,266
株主資本以外の項目の
当 連 結 会 計 年 度
変 動 額 ( 純 額 )

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 合 計 － － △28,875 13,710 △15,164
当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 237,219 225,668 3,859,839 △164,469 4,158,258

その他の包括利益累計額
非支配株主持分 純資産合計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金
そ の 他 の 包 括
利 益 累 計 額 合 計

当連結会計年度期首残高 15,220 15,220 18,564 4,207,207
当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

自 己 株 式 の 処 分 7,102
その他資本剰余金の負
の 残 高 の 振 替 －
親会社株主に帰属する
当 期 純 損 失 △22,266
株主資本以外の項目の
当 連 結 会 計 年 度
変 動 額 ( 純 額 )

△926 △926 18,883 17,957

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 合 計 △926 △926 18,883 2,793
当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 14,294 14,294 37,448 4,210,000

（単位：千円）

（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

〔連結注記表〕
(連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記)

1.　連結の範囲に関する事項
　連結子会社の数　1社
　　連結子会社の名称
　　　株式会社フィルライフ

2.　持分法の適用に関する事項
　該当事項はありません。

3.　連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の決算日は、連結会計年度の末日と一致しております。

4.　会計方針に関する事項
(1)　資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券

市場価格のない株式等
　移動平均法による原価法を採用しております。
　なお、投資事業有限責任組合への出資持分については、組合契約に
規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、
持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

②　棚卸資産の評価基準及び評価方法
販売用不動産

　個別法に基づく原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)を採用
しております。
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連結注記表

(2)　減価償却資産の減価償却の方法
①　有形固定資産

　当社及び連結子会社は定率法を採用しております。但し、建物（建物附
属設備を除く）及び2016年4月1日以後に取得した建物附属設備について
は、定額法を採用しております。
　主要な耐用年数は以下のとおりであります。

工具、器具及び備品　　　　 4年

②　無形固定資産
　定額法を採用しております。
　なお自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間
（5年）に基づいております。

(3)　引当金の計上基準
①　貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不
能見込額を計上しております。

②　賞与引当金
　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき
当連結会計年度に見合う分を計上しております。

(4)　収益及び費用の計上基準
　当社グループは、下記の５ステップアプローチに基づいて、収益を認識して
おります。
ステップ１：顧客との契約を識別する
ステップ２：契約における履行義務を識別する
ステップ３：取引価格を算定する
ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する
ステップ５：企業が履行義務の充足時に（又は充足するにつれて）収益を認識
する

　当社グループは求人情報メディアをはじめとする複数のインターネットメデ
ィアを運営しております。当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益
に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する
通常の時点 (収益を認識する通常の時点) は以下のとおりであります。
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連結注記表

①　求人情報サービス
　成功報酬型求人サービスについては、求職者が広告出稿企業に採用された時
に履行義務が充足されるため、当該時点で収益を認識しております。
　掲載課金型求人サービスについては、求人広告が掲載されている一定期間に
わたり履行義務が充足されるため、契約期間に応じて按分し収益を認識してお
ります。
　送客課金型求人サービスについては、求職者が求人広告へ応募し、広告出稿
企業に送客された時に履行義務が充足されるため、当該時点で収益を認識して
おります。

②　不動産情報サービス
　当社メディアサイトを訪問したユーザーを当社グループ会社へ送客しており
ます。当社グループでは送客されたユーザーへアドバイザーサービスを行い、
ユーザーを顧客に紹介した時に履行義務が充足されるため、当該時点で収益を
認識しております。
　不動産販売において当社グループは、顧客との不動産売買契約書に基づき販
売用不動産の引き渡しを行う義務を負っております。不動産売買契約後、顧客
から不動産売買契約で定めた売買代金を受領すると同時に、対象不動産を引き
渡すことを以て履行義務が充足されることから、顧客への対象不動産の引き渡
し完了時点において収益を計上しております。

(5)　外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建有価証券（その他有価証券）は、決算日の直物為替相場により円貨に
換算し、換算差額は純資産の部におけるその他有価証券評価差額金に含めてお
ります。
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(会計方針の変更に関する注記)
（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）
　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年
10月28日。以下「2022年改正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から
適用しております。
　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、
2022年改正会計基準第20－３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会
計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 2022年10月28日。
以下「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な
取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による連結計算書類への影響は
ありません。
　また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り
延べる場合の連結計算書類における取扱いの見直しに関連する改正については、
2022年改正適用指針を当連結会計年度の期首から適用しております。なお、当該会
計方針の変更による連結計算書類への影響はありません。

(会計上の見積りに関する注記)
（繰延税金資産の回収可能性）

1.　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
　繰延税金資産　　　　8,857千円

2.　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　繰延税金資産の計上は、税務上の繰越欠損金のうち未使用のもの及び将来
減算一時差異を利用できる課税所得が生じる可能性が高い範囲内で認識する
こととしております。
　繰延税金資産の回収可能性については、過去実績や市場動向等を踏まえた
事業環境を考慮した事業計画を基礎として、繰延税金資産の回収可能性を見
積っております。
　なお、当該見積り及び仮定については、課税所得の見積りの基礎となる事
業環境等の変化により見直しが必要となった場合、翌連結会計年度の連結計
算書類において認識する繰延税金資産及び法人税等調整額の金額に重要な影
響を与える可能性があります。
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　　有形固定資産の減価償却累計額 14,050千円

株式の種類 当連結会計年度
期首株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
株式数

普通株式 28,160,000 － － 28,160,000

(連結貸借対照表に関する注記)

　上記減価償却累計額には、有形固定資産の減損損失累計額が含まれており
ます。

(連結株主資本等変動計算書に関する注記)
1.　発行済株式の種類及び総数に関する事項

(単位：株)

2.　配当に関する事項
該当事項はありません。
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(金融商品に関する注記)
1.　金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針
　当社グループは、主に必要な資金は自己資金で賄っております。一時的
な余資につきましては普通預金で保有しております。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
　投資有価証券については、非上場株式及び投資事業組合への出資であ
り、発行体の信用リスク及び為替の変動リスクに晒されております。
　営業債務である未払金はすべてが1年以内の支払期日であります。

(3) 金融商品に係るリスクの管理体制
①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
　当社グループは、営業債権について管理部門が取引先別に期日及び残高
を管理するとともに、入金状況を各事業部門に随時連絡しております。こ
れにより、各取引先の財務状況等の悪化による回収懸念の早期把握や軽減
を図っております。
②市場リスク
　当社グループは、投資有価証券について管理部門が定期的に発行体の財
政状態をモニタリングしております。
③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリ
スク）の管理
　当社グループは、管理部門が適時に資金繰り計画を作成・更新すること
により、流動性リスクを管理しております。
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区分 当連結会計年度
非上場株式及び投資事業組合への出資 53,863

2.　金融商品の時価等に関する事項
　「現金及び預金」については、現金であること、及び預金は短期間で決済さ
れるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しており
ます。また、「売掛金」、「未払金」及び「未払法人税等」については、短期
間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省
略しております。

　市場価格のない株式等は、時価開示の対象としておりません。当該金融商品
の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

（単位：千円）

3.　金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に
応じて、以下の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場
において形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価
格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１の
インプット以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定し
た時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、
それらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先
順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

(1)時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
該当事項はありません。

(2)時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
該当事項はありません。
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サービス区分 売上高
求人情報サービス 4,976,845
不動産情報サービス 655,511
その他 7,517

顧客との契約から生じる収益 5,639,875
その他の収益 －

外部顧客への売上高 5,639,875

当連結会計年度
 顧客との契約から生じた債権(期首残高) 565,178千円
 顧客との契約から生じた債権(期末残高) 472,973
 契約負債(期首残高) 113,086
 契約負債(期末残高) 22,440

（収益認識に関する注記）
1.　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　当社グループは、インターネットメディア事業を営む単一セグメントであ
り、顧客との契約から生じる収益をサービス区分に分解した情報は、以下の
とおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

（注）グループ間の取引については相殺消去しております。

２．　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「(連結計
算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記)　4.　会計方針に関す
る事項　(4)　収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

３．　当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
(1) 契約資産及び契約負債の残高等

　契約資産は主に、顧客との取引から生じたものであり、連結貸借対照表
上、「売掛金」等に含まれております。
　契約負債は主に、顧客との取引から生じたものであり、連結貸借対照表
上、「前受収益」等に含まれております。
　前受収益は主に、株式譲渡に伴うライセンス契約の対価及び求人関連サー
ビスの対価として受領しており、顧客にサービスが提供される期間に応じて
当該履行義務は充足され、収益の認識に伴い取り崩されます。
　当連結会計年度に認識された収益の額のうち、期首現在の契約負債残高に
含まれていた額は、113,086千円であります。
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(単位：千円)
金額

１年以内 22,440
１年超 －
合計 22,440

 1.　1株当たり純資産額 151円37銭
 2.　1株当たり当期純損失 ０円81銭

　また、当連結会計年度において契約負債が減少した主な理由は、収益の認
識による減少が、前受収益等の受け取りによる増加を上回ったことによるも
のであります。

(2) 残存履行義務に配分した取引価格
　当連結会計年度末現在で、未充足（又は部分的に未充足）の履行義務に係
る将来認識されると見込まれる収益は以下のとおりです。

(1株当たり情報に関する注記)

(重要な後発事象に関する注記)
　該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書

（ 自　2025年 1 月 1 日
至　2025年12月31日 ）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資 本
準 備 金

そ の 他
資 本 剰
余 金

資 本
剰 余 金
合 計

そ の 他
利 益
剰 余 金 利 益

剰 余 金
合 計繰 越

利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 237,219 222,219 － 222,219 3,872,842 3,872,842
当 期 変 動 額

自 己 株 式 の 処 分 △6,608 △6,608
その他資本剰余金の負
の 残 高 の 振 替 6,608 6,608 △6,608 △6,608

当 期 純 損 失 △41,921 △41,921
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － － － △48,529 △48,529
当 期 末 残 高 237,219 222,219 － 222,219 3,824,313 3,824,313

株主資本 評価・換算
差額等 純 資 産

合 計自己株式 株主資本合計 そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △178,180 4,154,100 15,220 15,220 4,169,321
当 期 変 動 額

自 己 株 式 の 処 分 13,710 7,102 7,102
その他資本剰余金の負
の 残 高 の 振 替 － －
当 期 純 損 失 △41,921 △41,921
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) △926 △926 △926

当 期 変 動 額 合 計 13,710 △34,819 △926 △926 △35,745
当 期 末 残 高 △164,469 4,119,281 14,294 14,294 4,133,576

(単位：千円)

（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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〔個別注記表〕
(重要な会計方針に係る事項に関する注記)

1.　有価証券の評価基準及び評価方法
(1) 子会社株式

　　移動平均法による原価法を採用しております。

(2) その他有価証券
　市場価格のない株式等

　移動平均法による原価法を採用しております。
　なお、投資事業有限責任組合への出資持分については、組合契約に規定
される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当
額を純額で取り込む方法によっております。

2.　棚卸資産の評価基準及び評価方法
　販売用不動産

　個別法に基づく原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)を採用し
ております。

3.　固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産

　定率法を採用しております。但し、建物（建物附属設備を除く）及び
2016年4月1日以後に取得した建物附属設備については定額法を採用してお
ります。
　主な耐用年数は以下のとおりであります。

工具、器具及び備品　　　　 4年

(2) 無形固定資産
　定額法を採用しております。
　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間
(5年)に基づいております。
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4.　引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金
　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき
当事業年度に見合う分を計上しております。

5.　収益及び費用の計上基準
　当社は、下記の５ステップアプローチに基づいて、収益を認識しておりま
す。
ステップ１：顧客との契約を識別する
ステップ２：契約における履行義務を識別する
ステップ３：取引価格を算定する
ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する
ステップ５：企業が履行義務の充足時に（又は充足するにつれて）収益を認識
する

当社は求人情報メディアをはじめとする複数のインターネットメディアを運
営しております。当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業にお
ける主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点 (収益を認識
する通常の時点) は以下のとおりであります。

①　求人情報サービス
　成功報酬型求人サービスについては、求職者が広告出稿企業に採用された
時に履行義務が充足されるため、当該時点で収益を認識しております。
　掲載課金型求人サービスについては、求人広告が掲載されている一定期間
にわたり履行義務が充足されるため、契約期間に応じて按分し収益を認識し
ております。
　送客課金型求人サービスについては、求職者が求人広告へ応募し、広告出
稿企業に送客された時に履行義務が充足されるため、当該時点で収益を認識
しております。
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②　不動産情報サービス
　当社メディアサイトを訪問したユーザーを当社グループ会社へ送客してお
ります。当社グループで送客されたユーザーにアドバイザーサービスが行わ
れ、ユーザーが顧客に紹介された時に履行義務が充足されるため、当該時点
で収益を認識しております。
　不動産販売において当社は、顧客との不動産売買契約書に基づき販売用不
動産の引き渡しを行う義務を負っております。不動産売買契約後、顧客から
不動産売買契約で定めた売買代金を受領すると同時に、対象不動産を引き渡
すことを以て履行義務が充足されることから、顧客への対象不動産の引き渡
し完了時点において収益を計上しております。

6.　外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建有価証券（その他有価証券）は、決算日の直物為替相場により円貨に
換算し、換算差額は純資産の部におけるその他有価証券評価差額金に含めてお
ります。

(会計方針の変更に関する注記)
（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　
2022年10月28日。以下「2022年改正会計基準」という。）等を当事業年度の期首
から適用しております。
　法人税等の計上区分に関する改正については、2022年改正会計基準第20－3項た
だし書きに定める経過的な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更に
よる計算書類への影響はありません。

(会計上の見積りに関する注記)
　該当事項はありません。
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1. 有形固定資産の減価償却累計額 12,610千円
　上記減価償却累計額には、有形固定資産の減損損失累計額が含まれており
ます。

2. 関係会社に対する金銭債権
短期金銭債権
長期金銭債権

15,979千円
－千円

営業取引による取引高の総額 36,515千円
売上高
売上原価及び販売管理費

36,515千円
－千円

営業取引以外の取引高
営業外収入

4,329千円
4,329千円

株式の種類 当事業年度期首
株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株式数

普通株式 640,520 4,600 49,500 595,620

(貸借対照表に関する注記)

(損益計算書に関する注記)
関係会社との取引高

(株主資本等変動計算書に関する注記)
自己株式の種類及び株式数に関する事項　　　　　　　　　　　　　　(単位：株)

（注）自己株式の数の増加4,600株は、譲渡制限付株式の無償取得によるものであり
ます。また、自己株式の数の減少49,500株は、取締役会の決議に基づく譲渡
制限付株式報酬としての自己株式の処分によるものであります。
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　繰延税金資産
賞与引当金 28,306千円
貸倒引当金 566〃
未払事業税 2,377〃
関係会社株式評価損 16,075〃
投資有価証券評価損 3,085〃
税務上の有形固定資産 6,747〃
税務上の無形固定資産 8,021〃
資産除去債務 1,364〃
繰越欠損金 168,588〃
株式報酬費用 7,651〃
その他 30,873〃

　繰延税金資産小計 273,656千円
評価性引当額 △273,656〃

　繰延税金資産合計 －千円
　繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 6,579千円
　繰延税金負債合計 6,579千円
　繰延税金負債の純額 6,579千円

 1.　1株当たり純資産額 149円96銭
 2.　1株当たり当期純損失 １円52銭

(税効果会計に関する注記)
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(収益認識に関する注記)
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報について、連結注記
表「（収益認識に関する注記）」に記載している内容と同一のため、記載を省略して
おります。

(1株当たり情報に関する注記)

(重要な後発事象に関する注記)
　該当事項はありません。
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